別添１
令和２年　　月　　日

文部科学省研究開発局長　殿

機関名
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　印　
令和２年度北極域研究加速プロジェクト【環境技術等研究開発推進事業費補助金】
への応募について
令和２年度北極域研究加速プロジェクト【環境技術等研究開発推進事業費補助金】の公募について、公募要領に定める「３．応募手続き」の内容を確認の上、別添書類を添えて応募書類を提出します。
提出書類チェックシート
提出書類について、欠落がないかチェックの上、本状も提出願います。なお、本チェックシートは、応募１件につき１枚提出してください。

	チェック欄
	チェック項目
	備考

	□
	（様式１）
	申請書
	―

	□
	（様式２）
	事業の全体構想
	１０ページ程度

	□
	（様式３）
	年度別所要経費内訳表
	―

	□
	（様式４）
	機関別研究計画
	機関ごとに作成

	□
	（様式５）
	代表機関の長・実施責任者等の研究歴等
	※

	□
	（様式６）
	実施責任者等調書
	※

	□
	（様式７）
	用語の説明書
	必要に応じて作成


※　実施責任者等については、事業内容全体を把握し、総括して計画を推進する責任者や、各事業内容毎等に責任者を指名する場合に作成すること。

（様式１）
令和２年度北極域研究加速プロジェクト【環境技術等研究開発推進事業費補助金】申請書

	代表機関

	機関の名称
	

	機関の長
	職名
	
	氏名
	

	所在地
	〒



	研究代表者
	ふ り が な
氏　　名
	
	

	
	
	
	

	
	所属部署名
	

	
	連絡先
	Tel:
	Fax:
	E-mail:

	事務連絡担当者
	ふ り が な
氏　　名
	
	

	
	
	
	

	
	所属部署名
	

	
	連絡先
	Tel:
	Fax:
	E-mail:

	経理

担当者
	ふ り が な
氏　　名
	
	

	
	
	
	

	
	所属部署名
	

	
	連絡先
	Tel:
	Fax:
	E-mail:


	副代表機関

	①
	機関の名称
	

	
	機関の長
	職名
	
	氏名
	

	
	所在地
	〒



	
	事務連絡担当者
	ふ り が な
氏　　名
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	所属部署名
	

	
	
	連絡先
	Tel:
	Fax:
	E-mail:

	
	経理担当者
	ふ り が な
氏　　名
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	所属部署名
	

	
	
	連絡先
	Tel:
	Fax:
	E-mail:

	②

※
	機関の名称
	

	
	機関の長
	職名
	
	氏名
	

	
	所在地
	〒



	
	事務連絡担当者
	ふ り が な
氏　　名
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	所属部署名
	

	
	
	連絡先
	Tel:
	Fax:
	E-mail:

	
	経理担当者
	ふ り が な
氏　　名
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	所属部署名
	

	
	
	連絡先
	Tel:
	Fax:
	E-mail:


※適宜欄を追加し、記載してください。
	事 業 概 要

	(１)事業目的等

（様式２）「２.事業目的」、「４.今回の事業計画を実施するにあたっての準備状況及び事業成果を社会・国民に発信する方法」及び「５．これまでに受けた研究費とその成果等」の内容を簡潔にまとめて記載してください。



	

	(２)事業計画・方法
（様式２）「３.事業計画・方法」の内容を簡潔にまとめて記載してください。



	


（様式２）
事業の全体構想
	１.実施体制
公募要領「２．（２）事業の内容」及び審査要項「Ⅲ.審査の観点及び審査項目」を踏まえ、十分な実施体制となっていることが分かるように記載（図示）してください。なお、事業内容全体を把握し、総括して計画を推進する責任者や、各事業内容毎等に責任者を指名する場合にはそれぞれの役割が明確になるよう留意すること。


	


	２．事業目的

事業の全体構想及びその中での各事業内容の目的について、特に次の点については焦点を絞り、具体的かつ明確に記載してください。（記載にあたっては、審査要項「Ⅲ．審査の観点及び審査項目」を参考にしてください。）
1 背景（本事業に関連する国内外の動向及び位置付け、これまでの研究成果等を踏まえ着想に至った経緯、これまでの研究成果等を発展される場合にはその内容等）
2 事業期間内に、何をどこまで明らかにしようとするのか

3 全体構想の特色・独創的な点及び予想されるアウトプットと意義（北極に関する諸問題の課題解決への貢献等）


	


	２．事業目的（つづき）

	


	３．事業計画・方法

事業目的を達成するための具体的な事業計画・方法について、令和２年度の計画と令和３年度以降の計画に分けて、具体的かつ明確に記載してください。（記載にあたっては、審査要項「Ⅲ．審査の観点及び審査項目」を参考にしてください。）

ここでは、事業が当初計画どおりに進まない時の対応など、多方面からの検討状況について述べるとともに、事業計画を遂行するための実施体制について、代表機関、副代表機関（指定する場合）の具体的な役割及び各事業内容の実施体制の妥当性及び事業目的や目指すべきアウトプットとの関連性についても記載してください。
また、事業体制の全体像を明らかにするため、参画機関の役割や多様な分野・ステークホルダーとの連携についても記載してください。



	


	３．事業計画・方法（つづき）

	


	４．今回の事業計画を実施するにあたっての準備状況及び事業成果を社会・国民に発信する方法
特に次の点について焦点を絞り、具体的かつ明確に記載してください。（記載にあたっては、審査要項「Ⅲ．審査の観点及び審査項目」を参考にしてください。）

1 本事業を実施するために使用する施設・設備等、現在の実施環境の状況
2 副代表機関（指定する場合）及び参画機関との連絡調整の状況等、事業着手に向けての状況（多様な分野・ステークホルダーとの連携についても必要に応じて記載してください。）
3 本事業の成果を社会・国民に発信する方法等（研究活動等を通じて得られたデータや情報の管理・公開のための手段（海外の優れた研究者を招いての日本国内での国際会議開催、システム構築、国際的な枠組みとの連携等）についても必要に応じて記載してください。）


	


	５．これまでに受けた研究費とその成果等

代表機関、副代表機関（指定する場合）、参画機関の実施担当者がこれまでに受けた研究費（科研費、所属研究機関より措置された研究費、府省・地方公共団体・研究助成法人・民間企業等からの研究費等。なお、現在受けている研究費も含む。）による研究成果等のうち、本事業の立案に活かされているものを選定し、具体的（資金制度名、研究期間、研究課題名、研究代表者又は分担者の別、研究(直接)経費額、研究成果等）に記載してください。


	＜代表機関＞

	＜副代表機関①＞


	＜副代表機関②＞※


	＜参画機関①＞

	＜参画機関②＞※


※適宜欄を追加し、記載してください。

	６．事業年次計画（線表）

各メニューの実施機関（代表機関・副代表機関（指定する場合）・参画機関の別を含む。）が分かるようにし、線表の下に所要経費を記載してください。

（単位：千円）



	事業内容
	２年度
	３年度
	４年度
	５年度
	６年度
	経費の総額

	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


	７．事業計画の実施に必要な設備備品費

「６．事業年次計画（線表）」の事業内容ごとに、実施機関（代表機関・副代表機関（指定する場合）・参画機関）の別が分かるように記載してください。また、最終年度に設備備品が必要な場合は、その理由も記載してください。


	購入・賃貸
	品名・仕様
	数量
	単価
(千円)
	金額

(千円)
	調達予定時期

(購入･賃貸の場合)
	相手先機関名

(賃貸の場合)

	
	
	
	
	
	
	

	最終年度に設備備品が必要な理由

	


（様式３）

年度別所要経費内訳表
（単位：千円）

	大項目
	中項目
	２年度
	３年度
	４年度
	５年度
	６年度
	合　計

	物品費
	設備備品費
	
	
	
	
	
	

	
	消耗品費
	
	
	
	
	
	

	人件費・謝金
	人件費
	
	
	
	
	
	

	
	謝金
	
	
	
	
	
	

	旅費
	旅費
	
	
	
	
	
	

	委託費
	委託費
	
	
	
	
	
	

	その他
	外注費
	
	
	
	
	
	

	
	印刷製本費
	
	
	
	
	
	

	
	会議費
	
	
	
	
	
	

	
	通信運搬費
	
	
	
	
	
	

	
	光熱水料
	
	
	
	
	
	

	
	その他（諸経費）
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


注　種別等ごとの金額は千円単位（千円未満四捨五入）とし、消費税込みで記載してください。（記載にあたっては、公募要領「別表 北極域研究加速プロジェクトに係る経費について【環境技術等研究開発推進事業費補助金】」を参考にしてください。）
（様式４）　代表機関、副代表機関（指定する場合）、参画機関の機関ごと（機関種別にチェック☑要）に作成してください。
機関別事業計画（□代表機関/□副代表機関/□参画機関）
	１．機関の名称
	

	２．担当メニュー名
	

	３．事業目的、事業計画・方法、分担する理由等（400字程度で記載してください。）


	４．年次計画（年度別に記載してください。）



	５．今回の事業計画を実施するにあたっての準備状況及び事業成果を社会・国民に発信する方法


	６．実施担当者（実施責任者等がいる場合には、氏名の前に「◎」を記載してください。）

	実施事業内容
	氏名
	所属部署名
	職名
	役割分担

	
	
	
	
	

	７．これまで受けた研究費とその成果等



	８．年度別所要経費内訳表

	大項目
	中項目
	２年度
	３年度
	４年度
	５年度
	６年度
	合　計

	物品費
	設備備品費
	
	
	
	
	
	

	
	消耗品費
	
	
	
	
	
	

	人件費・謝金
	人件費
	
	
	
	
	
	

	
	謝金
	
	
	
	
	
	

	旅費
	旅費
	
	
	
	
	
	

	委託費※
	委託費
	
	
	
	
	
	

	その他
	外注費
	
	
	
	
	
	

	
	印刷製本費
	
	
	
	
	
	

	
	会議費
	
	
	
	
	
	

	
	通信運搬費
	
	
	
	
	
	

	
	光熱水料
	
	
	
	
	
	

	
	その他（諸経費）
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


※参画機関作成の際には、本欄は該当しませんので斜線を引いてください。
（様式５）
代表機関の長・実施責任者等の研究歴等

	ふりがな
氏　名

（所属機関名・部署名・職名）
	生年月日

（西暦）
	最終学歴
（学位）
	専門分野
	研究歴

（受賞歴・表彰歴を含む）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（様式６）実施責任者等を指名する場合にそれぞれ１ページ以内で作成してください。
実施責任者等調書

	所属機関名・部署名・職名
	
	ふりがな
氏　名
	

	実施事業内容※
	

	研究業績（最近５年間に発表した主な論文のリスト、そのうち本事業に関連したもの５件以内に○印を付してください。）

発表論文名・著者名等（論文、著書名、著者名、学協会誌名、巻(号)、最初と最後の頁、発表年(西暦)について記載してください。)

	

	主な知的財産（本事業に関連したもの（５件以内）を記載し、本事業との関連性についても記載してください。）

	無い場合は「なし」と記載してください。


※全体を総括して計画を推進する責任者を指名し、本調書を作成する際には、本欄は該当しませんので斜線を引いてください。
（様式７）
用語の説明書

本申請書で記載している専門用語及び略語のうち、特に必要と思われるものについて、簡単な解説を記載してください。なお、用語の説明書はより的確な審査を目的としたもので提出を義務付けるものではありません。（記載形式は自由です。）

【参考】

北極域研究加速プロジェクト【環境技術等研究開発推進事業費補助金】審査要項－抜粋
Ⅲ．審査の観点及び審査項目
　１．目的設定の妥当性
　　①　計画の目的及び将来像が、北極域研究に関する最近の国際的な動向や課題を正確に把握した上で、明確かつ具体的に設定されているか。
　　②　補助事業終了時の成果目標が、本プロジェクトの趣旨及び目的に合致し、戦略目標や重点課題の達成につながるものとなっているか。
　２．計画内容・実施方法の妥当性　
　　①　計画内容は、国際的な研究動向を踏まえて、４つの戦略目標を達成し、北極に関する諸問題の解決に貢献するために、我が国の強みを活かしつつ、国際的な取組を牽引することを目指しているか。
②　計画の実施に当たっては、自然科学・工学と人文・社会科学の双方にまたがる分野横断的な知見を活用し、包括的、総合的に推進するとともに、研究者だけではなく多様なステークホルダーとの情報交換や連携・協議を随時行う体制を確保しているか。
　　③　海外の主要な研究機関との若手研究者の派遣・受入の相互実施等を通じた若手人材の育成や、国際的な人的ネットワークの構築・強化に取り組むことなど、若手人材の養成に向けた計画や手法が具体的に明示されているか。
　　④　研究成果及び研究活動等を通じて得られたデータの管理及び公開のためのシステムの構築を促進するとともに、それらの情報を国内外のステークホルダー等に随時わかりやすい形で適切に情報発信し、国際的な枠組みと連携できる体制となっているか。
　３．計画実施体制の妥当性
　　①　代表機関及び副代表機関（設定する場合）に事業実施に必要な人員・組織体制や施設、設備等が整備されているか。また、当該機関による事業の管理方法・体制は適切か。
②　代表機関、副代表機関（設定する場合）及び参画機関における役割分担や連携体制が、本プロジェクトの趣旨及び目的に合致した成果を創出するために適切なものとなっているか。
　４．経費
　　①　申請経費の内容が妥当であり、計画上、必要な設備備品等が計上されているか。また、他の研究資金との不合理な重複や過度の研究費の集中の可能性はないか。
　５．その他
①　ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する認定等を有しているか。
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